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                     １ 

ｅラーニングを導入した看護師等養成所の 

専任教員養成講習会の実施方法に関する検討会 

開催要綱 

 

１．趣 旨 

   現在、国は、看護師等養成所の専任教員の確保及び質の向上を目的に、「専

任教員養成講習会及び教務主任養成講習会ガイドライン」を示すとともに、

当該ガイドラインに沿って講習会を実施する都道府県等に対して支援を行

っているところ。 

  しかし、専任教員養成講習会については、期間が 8～12 ヵ月であるため、

専任教員になろうとする者が職務を離れて受講することが難しい等の課題

もあり、「今後の看護教員のあり方に関する検討会」報告書（平成 22 年 2

月）においては、このような課題を解決し、専任教員講習会の受講を促進す

るために、ブロック単位での開催やｅラーニングの導入も必要であると提言

された。 

  昨今、ｅラーニングは、PC の性能の向上や個々人への普及、コンテンツ

開発技術の発展により、正規の学校教育から生涯教育まで幅広く活用されて

いる。 

  このような背景を踏まえ、専任教員養成講習会の受講を促進するために、

ｅラーニングを導入した場合の専任教員養成講習会の実施方法について検

討することとする。 

 

２．検討課題 

 １）ｅラーニングを導入した講習会の実施方法について 

 ２）教育効果を上げるための受講生の支援について 

 

３．構成員 

  別 紙 

 

４．運 営 

  厚生労働省医政局長の検討会とする。 

  本検討会の庶務は、厚生労働省医政局看護課で行う。 

  会議は公開とする。  

 

５．開催予定および検討内容 

 第１回  平成 24 年 1 月 ｅラーニングの効果的な活用と課題 

 第２回  平成 24 年 2 月 ｅラーニングで提供する教育内容の範囲 

 第３回  平成 24 年 3 月 ｅラーニングを導入した講習会の運営と受講生の 

 支援について 

 第４回  平成 24 年 4 月 取りまとめ（案）について 

資料１ 
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看護師等養成所の運営に関する指導要領（抜粋） 

看護師等養成所の運営に関する指導要領について（平成 13年 1月 5日健政発５） 
 

第４ 教員に関する事項 

１ 専任教員及び教務主任 

（１）保健師養成所の専任教員となることのできる者は、次のいずれにも該当する者

であること。ただし、保健師として３年以上業務に従事した者で、大学において

教育に関する科目を履修して卒業したもの又は大学院において教育に関する科

目を履修したものは、これにかかわらず専任教員となることができること。 

ア 保健師として５年以上業務に従事した者 

イ （ア）から（ウ）までのいずれかの研修（以下「専任教員として必要な研修」

という。）を修了した者又は保健師の教育に関し、これと同等以上の学識経験を

有すると認められる者 

（ア）厚生労働省が認定した専任教員養成講習会（旧厚生省が委託実施したも

の及び厚生労働省が認定した看護教員養成講習会を含む。） 

（イ）旧厚生労働省看護研修研究センターの看護教員養成課程 

（ウ）国立保健医療科学院の専攻課程（平成１４年度及び平成１５年度 旧国

立公衆衛生院の専攻課程看護コースを含む。）及び専門課程地域保健福祉分

野（平成１６年度） 

（２）助産師養成所の専任教員となることのできる者は、次のいずれにも該当する者

であること。ただし、助産師として３年以上業務に従事した者で、大学において

教育に関する科目を履修して卒業したもの又は大学院において教育に関する科

目を履修したものは、これにかかわらず専任教員となることができること。 

ア 助産師として５年以上業務に従事した者 

イ 専任教員として必要な研修を修了した者又は助産師の教育に関し、これと同

等以上の学識経験を有すると認められる者 

（３）看護師養成所の専任教員となることのできる者は、次のいずれにも該当する者

であること。ただし、保健師、助産師又は看護師として指定規則別表３の専門分

野の教育内容（以下「専門領域」という。）のうちの一つの業務に３年以上従事

した者で、大学において教育に関する科目を履修して卒業したもの又は大学院に

おいて教育に関する科目を履修したものは、これにかかわらず専任教員となるこ

とができること。 

ア 保健師、助産師又は看護師として５年以上業務に従事した者 

イ 専任教員として必要な研修を修了した者又は看護師の教育に関し、これと同

等以上の学識経験を有すると認められる者 

（４）准看護師養成所の専任教員となることのできる者は、次のいずれにも該当する

者であること。ただし、保健師、助産師又は看護師として指定規則別表４の専

資料 ２ 



 

2 

門科目の教育内容のうちの一つの業務に３年以上従事した者で、大学において

教育に関する科目を履修して卒業したもの又は大学院において教育に関する科

目を履修したものは、これにかかわらず専任教員となることができること。 

ア 保健師、助産師又は看護師として５年以上業務に従事した者 

イ 専任教員として必要な研修を修了した者又は准看護師の教育に関し、これと

同等以上の学識経験を有すると認められる者 

（５）教員は、１の養成所の１の課程に限り専任教員となることができること。 

（６）専任教員は、看護師養成所にあっては専門領域ごとに、准看護師養成所にあっ

ては専門科目ごとに配置し、学生の指導に支障を来さないようにすること。 

（７）専任教員は、保健師養成所及び助産師養成所では３人以上、看護師養成所では、

３年課程（定時制を含む）にあっては８人以上、２年課程（定時制及び通信制を

含む）にあっては７人以上、准看護師養成所にあっては５人以上（当分の間、３

人以上）確保すること。ただし、平成２３年３月３１日までの間は、３年課程（定

時制を含む）にあっては６人以上、２年課程（定時制及び通信制を含む）にあっ

ては５人以上とすることができる。 

（８）専任教員は、保健師養成所及び助産師養成所にあっては、学生定員が２０人を

超える場合には、学生が２０人を増すごとに１人増員することが望ましいこと。

看護師養成所３年課程（定時制を含む）及び２年課程（定時制）にあっては、学

生総定員が１２０人を超える場合には、学生が３０人を増すごとに１人増員する

こと。また、看護師養成所２年課程及び准看護師養成所にあっては、学生総定員

が８０人を超える場合には、学生が３０人を増すごとに１人、看護師養成所２年

課程（通信制）にあっては学生総定員が５００人を超える場合には、学生が１０

０人を増すごとに１人増員することが望ましいこと。 

（９）専任教員の担当する授業時間数は、過重にならないよう１人１週間当たり１５

時間を標準とすること。（２年課程（通信制）を除く。） 

また、２年課程（通信制）の専任教員についても、その業務が過重にならない

よう十分配慮すること。 

（１０）教務主任となることのできる者は、（１）から（４）までのいずれかに該当

する者であって、次のいずれかに該当するものであること。 

ア 専任教員の経験を３年以上有する者 

イ 厚生労働省が認定した教務主任養成講習会修了者 

ウ 旧厚生労働省看護研修研究センターの幹部看護教員養成課程修了者 

エ アからウまでと同等以上の学識経験を有すると認められる者 

（１１）専任教員は、１の養成所の１の課程に限り教務主任となることができること。 

（１２）専任教員は、専門領域における教授方法の研修や、看護実践現場での研修を

受けるなどにより、自己研鑽に努めること。 
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参 考 

 

 

保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭 26年 8月 10日 文・厚令一）抜粋 

 

別表三（第四条関係） （平成 20 年文科・厚労令一・全改、平成２２年文科・厚労令二・一部改正） 

教 育 内 容 単 位 数 

基礎分野 科学的思考の基盤 

人間と生活・社会の理解  

１３ 

専門基礎分野 人体の構造と機能 

疾病の成り立ちと回復の促進 

健康支援と社会保障制度 

１５  

 

６ 

専門分野Ⅰ 基礎看護学 

臨地実習 

基礎看護学 

１０ 

３ 

３ 

専門分野Ⅱ 成人看護学 

老年看護学 

小児看護学 

母性看護学 

精神看護学 

臨地実習 

成人看護学  

 老年看護学  

 小児看護学  

 母性看護学  

 精神看護学  

６ 

４ 

４ 

４ 

４ 

１６ 

６ 

４ 

２ 

２ 

２ 

統合分野 

 

在宅看護論 

看護の統合と実践 

臨地実習  

在宅看護論 

看護の統合と実践 

４ 

４ 

４ 

２ 

２ 

合     計 ９７ 
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専任教員養成講習会実施要領（抜粋） 

看護教員に関する講習会の実施要領について（平成 22年 4月 5日医政発 0405第３） 

 

              

１ 目的  

  看護職員の養成に携わる者に対して必要な知識、技術を修得させ、もって看護教

育の内容の充実向上を図ることを目的とすること。  

２ 講習会の実施  

  講習会は、都道府県又はこれに準ずるものとして厚生労働省が認める者が別に示

す専任教員講習会及び教務主任講習会ガイドライン（以下「ガイドライン」とい

う。）に沿って実施するものとすること。 

  ただし、都道府県が実施する場合において、都道府県が事業の目的達成のために

必要があると認めるときは、業務の一部をその適当と認める者に委託することが

できること。  

３ 単位等   

  原則として 34単位（855時間）以上とすること。 

４ 受講対象者  

  保健師、助産師又は看護師として 5年以上業務に従事した者であって、本講習会

修了後看護教育に従事する者とすること。  

５ 教育内容  

  別紙 1の講習科目を標準とすること。  

６ 教室等  

 （１）講習期間中、専用に利用できる教室が確保できること。  

 （２）グループワークを実施するための部屋（演習室）が確保できることが望まし

いこと。  

 （３）必要な図書を有する図書室を利用できること。 

（４）教室等は採光、換気等が適当であり、受講者数に応じた面積を確保するなど、

学習環境にふさわしい考慮がなされていること。 

７ 講習会担当者  

   教育担当者及び事務担当者を配置すること。なお、教育担当者は専任であるこ

とが望ましく、原則として次のいずれかに該当する者であること。  

 （１）看護教員養成講習会等の修了者であって、専任教員の経験を有するもの。 

（２）保健師、助産師又は看護師として保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭

和 26年文部省・厚生省令第 1号）別表三の専門分野の教育内容のうち、1つの

分野に 3年以上従事した者であって、大学において教育に関する科目を履修し

たもの。  

資料 ３  
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８ 講師  

（１）講師は大学教授、准教授又はこれらに準ずる者（教務主任等）とすること。 

 （２）演習のグループワークの指導者については、必要数を確保すること。  

９ 手続等 

 （１）講習会を実施しようとする者は、毎年度 2月末日までに次の事項を記載した

認定申請書を本職あて提出すること。 

    なお、認定申請は、実施しようとする講習会ごとに行うものとすること。 

    また、申請後にその申請内容について変更がある場合には、あらかじめ変更

申請を行い、承認を得ること。 

   ア 開催の目的 

   イ 主催者の名称及び主たる事務所の所在地 

   ウ 講習会に要する経費の収支予算 

   エ 講習会の名称 

   オ 講習会の会場の名称及びその所在地 

   カ 開催期間及び日程 

   キ 受講者の定員 

   ク 教育内容（受講者の各科目の到達目標を含む。） 

   ケ 各教室等の用途及び面積 

   コ 教育担当者及び講師の氏名、担当科目及び時間数並びに職業及び職位 

   サ 事務担当者の氏名 

  （２）（１）の認定申請書には次に掲げる書類を添えること。 

   ア 教育担当者の履歴書 

     なお、履歴書は、教育担当者として必要な経歴を有することを明らかにす

るものとすること。 

   イ 都道府県が業務の一部をその適当と認める者に委託する場合は、委託契約

書（写） 

   ウ その他参考となる資料 

（３）講習会修了者には、修了証（別紙 2）を交付すること。 

（４）ガイドラインを参考に、受講者の出席状況に加え各受講科目の評価を行い、

修了を認めることが望ましいこと。科目の評価については、特に重要となる

専門分野科目のみの評価でも可とすること。 

（５）講習会の終了後は、1か月以内に次の事項を記載した実施状況報告書を本職

あて提出すること。 

  ア 修了者数 

  イ 講習会の実施状況の概要及びその評価 

（６）修了者に関する記録その他の講習会の実施に関する記録は、適切に保管す

ること。 



別紙１　専任教員養成講習会教育内容及び目標

区分 教育内容 授業内容 目標 単位数 時間数 備考

教育原理

教育方法

教育心理学

教育評価

看護論 1 30

看護論演習 1 30

看護教育論
看護教育の目的、内容、方法などの基本
理論を学び、看護教育のあり方について
考える。

1 15

看護教育制度
看護教育制度の変遷と現在の教育制度に
ついて理解する。

1 15

看護教育課程論
看護教育課程編成の基本的な考え方を学
び、看護学全体の構造を理解する。

2 45

看護教育課程演
習

看護教育課程編成のプロセスを学び、看
護教育のあり方を理解する。

2 60

看護教育方法論
学習指導計画、教材作成について学び、
これを活用して講義、演習、実習等にお
ける展開方法を学ぶ。

3 90

看護教育方法演
習

学習指導計画、指導案を作成し模擬授業
を行い（実習指導を含む）、その結果を
考慮し看護教育方法を身につける。

3 90

授業案作成と模
擬授業を含む

看護教育実習
看護教育の理論と技術を実際に適用し、
教育方法や教員のあり方を学ぶ。

2 90

専門領域別看護
論

各専門領域別看護における教育内容とそ
の構造を理解する。

1 15

専門領域別看護
論演習

各専門領域別看護の教育内容、教育方法
について学ぶ。（選択制）

2 60
統合分野を含む
専門領域から一
領域を選択

看護教育評価論
看護教育内容の評価方法を理解し、その
適用について学ぶ。

1 30

看護教育評価演
習

看護技術評価を作成し、看護教育評価の
理解を深める。

1 30

研究 研究方法
看護教育における研究の意義を理解し、
研究結果の教育活動への活用や看護研究
の指導方法を学ぶ。

2 60

看護学校経営 看護学校管理
看護学校の組織運営の特性と管理のあり
方を学ぶ。

1 15

教育内容全体に幅や深さをもたせるため
の内容を学ぶ。

2 30

34 855

3

看護教育史を含
む

看護教育評価

ものの見方や考え方を広げ、教育の対象
である学習者の理解を深める。

604

4 90
教育の本質、教育方法、技術学習過程、
教育評価の基本理論を学ぶ。

人間の健康、看護の考え方を多角的に学
び、自己の看護観を明確にする。

合　計

その他

基礎分野
（看護教員とし
て必要な基礎知
識を学ぶ） 看護教育の基盤

教育の基盤

教育分野
（教育の原理を
系統的に学ぶ）

専門分野
（看護学の教
授、学習活動に
関する理論を学
ぶ）

看護教育演習

看護教育課程

看護論

看護教育学

看護教育方法
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早稲田大学のｅラーニング 
 

早稲田大学人間科学部eスクール 
早稲田大学遠隔教育センター 

資料５ 
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情報通信技術（ＩＣＴ）を用いた学習のこと。 

 

主にはＬＭＳ（Learning Management System）を利用し、イン
ターネットを経由して実施される。 

 

早稲田大学においては大学設置基準第２５条第２項に従い、
下記の３点を満たせばｅラーニングであっても授業として認め
ている。 
◆ 担当教員から学生に教材や議題の提示がある。 

 ⇒講義映像や資料といった教材を授業コンテンツとしてＬＭＳから配信。 

◆ 学生からの課題提出の機会、および提出課題に対する担当教員から
のフィードバックがある。 

 ⇒ ＬＭＳの小テスト・レポート機能を利用。 

◆ 学生の意見交換や質問の機会が確保されている 

 ⇒ ＬＭＳのディスカッション（ＢＢＳ）機能を利用。 

 ｅラーニングとは 
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オンデマンド授業 （早稲田大学では2001年度より導入） 

 

 ｅラーニングとは 

  ◆ ＬＭＳを通じてのみ視聴可能とし、授業の履修者のみが 
    受講期間中にのみ、いつでも、どこでも、何度でも受講可能 
  ◆ ＬＭＳの機能を通じ、教員と学生との双方向性を担保 
  ◆ コンテンツはストリーミング配信の上、ＤＲＭ（Digital Rights 
       Management）を施し、複製やダウンロードを防止 
  ◆ コンテンツ上の著作物は、すべて許諾を得た上で利用 

 授業コンテンツとして、予め制作した講義映像を配信する 

ｅラーニング形式で教室授業の一部または全てを代替する授業 
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 ｅラーニングの受講イメージ （学習履歴の管理方法） 

 

 学生が学びやすいｅラーニングとは 

学生 

BBSで質問受付 

ｱﾝｹｰﾄやﾚﾎﾟｰﾄの受付 

PowerPoint資料 
スライドは撮影時のクリッ
クに合わせて展開します。 

講義映像配信 

教員 

LMS（eラーニング授業シ

ステム）にログインし
て授業を受講 

学習履歴の管理 

学生個々の学習
状況を参照 

ﾚﾎﾟｰﾄや質問への
回答、受講の促し

など 

• 授業を視聴したか 

• ﾚﾎﾟｰﾄは提出しているか 

• BBS上で質問をしているか 

受講者へのお知らせ 

ﾒﾝﾀｰ 

LMSが利用し
やすい。 
技術的トラブル
が起こらない。 

講義映像・資
料が分かりや
すい。 
技術的トラブル
が起こらない。 

教員の指導が
熱心。双方向
性がある 
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 学生が学びやすいｅラーニングとは 

 ｅラーニングの運営イメージ （コンテンツ配信システム） 

 

編集 

収録 
教員 学生 

学生 

学生 
ヘルプデスク 

技術的な質問 
技術的な回答 

ﾒﾝﾀｰ 

編集スタッフ 

収録スタッフ 

学習上の質問 LMS設定 

授業運用 
スタッフ 

サーバ保守 
スタッフ 

LMSサーバ 
ストリーミングサーバ 

回答 

回答 

質問 

質問 

回答 
科目受講 
／小テスト受験 
／お知らせ受領 

ｻｰﾊﾞ/NW管理 

WEBアップロード 

ﾆｰｽﾞ 
ﾋｱﾘﾝｸﾞ 
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学生が学びやすいｅラーニングとは 
 -早稲田大学でのオンデマンド授業運営を通じた経験から。 

 
◆ 授業コンテンツが分かりやすいか 

授業担当教員との綿密なヒアリング・相談を経て制作 

授業内容に最も適した形のコンテンツ形態を選択 

 

◆ 技術サポートが整っているか 
ＰＣ環境による試聴トラブルは少なからず発生する 

試聴トラブルの少ないシステムを構築できるか、トラ 
ブルが起こった際のサポート体制を万全にできるか 

 

◆ 教員からのフィードバックが充実している等、学生の受講モチベーションが
維持されるような工夫がされているか 

通常顔の見えないｅラーニングで、いかにコミュニケー 
ションを図り、受講モチベーションを保つかが鍵。 

ＬＭＳの各種交流用の機能を有効活用、電子ファイル 
上でのコメントなどを利用 

 学生が学びやすいｅラーニングとは 

PPTを中心にした講義映像 
教室授業を収録した講義映像 

黒板を中心にした講義映像 対談形式による講義映像 

LMSのレビューシートを用
いたフィードバック 

MS Wordのコメント機能で
レポートへフィードバック 
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 早稲田大学人間科学部ｅスクールとは 
２００３年４月に開設 

スクーリングを除くほとんどの科目をeラーニングで実施。 

人間環境科学科、健康福祉科学科、人間情報科学科の３学科 

通学制同様のカリキュラム。卒業時の学位は学士（人間科学） 

設置科目数は約４００科目（講義科目、演習、卒業研究） 

学生数 約８００名（２０１１年５月現在） 

教員数８６名、教育コーチ約１６０名 

２００７年３月に初めての卒業生。 

２０１１年９月までに、 

 ４７２名が卒業 

２０１１年までに１５２名の 

 看護師・准看護師が入学 

 （２００３～２０１１年全入学者 

 の９．３％） 

 

 早稲田大学人間科学部ｅスクールについて 
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 eスクールの授業の流れ 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

半期１５回（春、秋学期） 

１週間ごとに進行（月～日曜） 

１科目原則２単位 

何度でも繰り返し視聴可能 

見逃した場合でもバックナンバー 

  として視聴可能 

 

 eスクールの授業の流れ 

PPTを中心にした講義映像 

黒板を中心にした講義映像 

講義の受講 電子掲示板での質問・議論 

レポートの提出 
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 質問：オンデマンド授業についてどのような点がよかったと 

      思いますか？（通学制、複数回答可） 

 
いつでも、どこからでも受講できる    ７５％ 
 
講義を繰り返して何度でも受講できる    ６３％ 
 
講義（教材）がわかりやすい     １７％ 
 
BBSによって、質問や意見交換ができる    ８％ 
 
講義内容への興味・受講のモチベーションが高くなる     ７％ 
 
課題やレポートをオンライン提出できる   ３１％ 
 
その他        ０％ 

 eラーニングを用いた授業のメリット 



10 

 質問：オンデマンド授業についてどのような点が不便だと 

      思いますか？（通学制、複数回答可） 

 
PCを利用しないと受講できない    ４０％ 
 
講義コンテンツが見づらい・操作が面倒    ２４％ 
 
講義コンテンツの内容がわかりづらい   ４５％ 
 
質問や意見交換の場が少ない    １９％ 
 
講義内容への興味・受講のモチベーションが維持しづらい  ３１％ 
 
課題やレポートに取り組みにくい    １０％ 
 
その他       １４％ 

 

 eラーニングを用いた授業のデメリット 
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 教育コーチによる学生支援 

 
教員とともに学生を指導 

原則として修士以上の学位を持つ専門家 

専門科目、演習、卒業研究、 

  ホームルーム科目において 

  学生をサポート 

授業準備、コンテンツチェック 

BBSやメールでの質疑応答 

履修状況の確認 

資料郵送 

スクーリング準備、授業補助 

小テスト、レポート等の設定 

採点補助 

 学習の質を高めるための支援の方法 
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 LMSの活用（Course N＠vi） 

◆ 理解度確認のための 

  小テスト実施 
穴埋め式、単一選択式、 

  複数選択式、自由記述式 

 
 

 

 

◆ レビューシート機能 

   による一対一の 

   フィードバック 

 
 

 学習の質を高めるための支援の方法 

小テスト画面 

レビューシート画面 
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 ２０１１年春学期実施学生アンケート結果より（eスクール） 

                                 

        ７段階評定 

知的関心を深めましたか？     ５．８５ 

 

自分の将来に役立ちそうですか？    ５．９５ 

 

学習への意欲が高まりましたか？    ５．８５ 

 

満足しましたか？      ５．７２ 

 学生の満足度 
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 運営上の課題 
 

◆ 視聴環境の徹底 
   → eスクールはRealplayerのインストールが必須 
 
◆ 履修者からの問合せへの対応 
   → ヘルプデスク、24時間365日メール受付 
 
◆ 文字によるコミュニケーションの困難 
   → 相手に誤解されない工夫が必要 
 
◆ 公平なサービスの提供 
   →大学図書館で本を借りることは遠隔地の学生には困難 
 
◆ 教育コーチの確保 
   →適材がなかなか見つからない                            

 運営上の課題 
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ご清聴ありがとうございました 



 
資料 ６ 

  

 
 

eラーニングを導入した看護師等養成所の専任教員養成講習会の 

効果的な実施方法の主な論点 

 

 

（１）eラーニングを導入するうえでの課題はなにか 

 

（２）eラーニングを適用する教育内容について 

・専任教員養成講習会の目的および教育効果からみた教育内容の範囲の考え

方 

                             

（３）eラーニングと集合研修の組合せ方について 

・分散型集合研修、集中的な集合研修のメリット、デメリットはなにか 

・講義と演習を関連付けながら学ぶ集合研修の方法について 

  

（４）受講期間と教育効果からみた講習会の実施方法について 

 ・一日に視聴可能なコンテンツ数の考えかた 

・教育効果の観点からみた複数年に渡って履修する場合の課題はなにか 

 

 

 

 

 



看護教員養成講習会受講率向上への取り組み    

新規 看護教員養成講習会の受講促進 ～eラーニングの導入～ 

現行： 集合研修のみ 
 
 
 
 
 
時間数と内容 
①総単位数34単位 855時間 
②研修期間 ８ヶ月間～ 

改正： eラーニング＋集合研修 

 
  ※eラーニングは全国共通のコンテンツ 

  ※養成所に勤務しながらの学習が可能 

 
 
時間数と内容 
①現行と同様（総単位数34単位 855時間） 

②研修期間 集合研修期間の短縮 
  
   
 
導入効果：講習会受講者の負担軽減 

（スケジュール） 

24年度 ・eラーニングの内容決定 
    ・eラーニングコンテンツ作成 学習ガイドライン作成 
    ・運営管理者決定 → 提供システム → 運営管理方法確定 

25年度    ・e-ラーニングを含めた専任教員養成講習会の実施 

未受講教員の早期解消 

安定的に看護教員を養成 

〔背景〕 
・教員（受講者）が長期的に職場を離れることは困難 
・看護教員養成講習会の開催地が偏在 

局長通知（看護教員養成講習会実施要領）を改正し、通信制研修（ｅラーニング）を導入することにより、看護教員
の養成を質的・量的に平準化し未受講教員の早期解消を図る。 

教員の看護教員養成講習会受講状況（平成23年4月調） 

 

全国 
  

専任教員 

全専任教員 未受講者 
未受講者 

/全専任教員 

7,699 987 12.8% 

映像の配信 

教員養成講習会ガイドラインに沿った運用の一環として・・ 

看護教員養成支援事業（通信制教育）改善委託費 平成24年度予算案67,200千円 

資料７ 



　 25 3 2 9 16 23 30 1 6 13 20 27 1 4 11 19 25 1 8 11 18 22 29 1 5 12 20 26 3 11 17 24 31 1 7 14 21 28 1 5 12 19 計
単位数 ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～9ヶ月

22 28 5 6 13 20 27 3 10 17 24 30 　 8 15 22 29 5 10 17 19 26 31 2 9 16 22 30 7 14 21 28 　 4 11 18 25 30 2 9 16 22
6 24  12 33 30 30 12 18 27 30 30 21 6 27 30 24 27 27 18  12 24 18 6 24 27 18 30 27 24 30 27 3 18 27 24 18 12 12 30 30 21 894

1 15  9 6 15

1 15 6 6 3   15

1 15 6  6 3    15

6  3 3 6

9  3 6 9

1 30 6 6 3 6 　 　 6 3 30

1 15   3 6 6 15

1 30 　 　 6 6 　 6 6 6 30

1 15  6 6 3 15

1 18 　 　 　 6 6 　 　   6 18

1 42 3 6 6 3 9 6  3 3 3 42

1 15 3 6 6   15

1 15  3  6  6 15

15 9 6    15

45 3 6 3 6 15 12 　 45

2 60     6 9 6  3 9 3 12 12 60

看護教育方法論概論 15 9 6   15

看護教育方法論概論 30 6 9  15  30

臨地実習指導方法 45 9 6 6 12   6 6 45

3 90     18 12 6 6 15 3 18 12 90

2 90  6 12 30 30 12 90

1 15 6 3  3 3     15

2 60 6 24 18 12 60

1 30 6 6 6 12   30

1 30  18 12 30

1 30 6 9 9 3 3 30

1 30    3 3 12 6 6 30
看護学校経営 1 15 3 3 3 3 3    15

1 15 6 3 6 15

6  6  6

3 3   　 　 　 　 3

3  3  　 3

3 　 3   3

870 21 12 30 30 30 12 18 27 30 30 21 6 27 30 24 21 27 18 0 12 24 18 6 30 27 18 30 27 24 30 27 3 18 24 24 18 12 12 30 30 12 870

平成２３年福岡県看護教員養成講習会科目別進度表

夏
季
休
暇

時間数

12月9月H23年4月 10月6月 7月 8月 11月5月

分野 授  業 科 目

基
礎
分
野

看護
教育
の基
盤

論理的思考

社会心理

人間と科学

統計学

（看護情報論含む）

教
育
分
野

教育
の基
盤

教育原理

教育方法

教育心理学

教育評価

看護論

看護論演習　
看護
教育
学

看護教育論

看護教育制度

看護教育課程演習

看護教育方法演習

看護教育実習

研究方法

看護
教育
課程

看護教育課程論概論

（専門領域別）

専
門
分
野

看護論

看護行政の動向

看護教育評価演習

研究
方法

看護
教育
演習

専門領域別看護論

専門領域別看護論演習

看護
教育
方法

看護
教育
方法

そ
の
他

関連分野

グループワークの技法

医療経済学

保健福祉医療の動向

学生のメンタルヘルス

　　　　　　　　専任教員養成講習会の授業進度の例

研究方法演習

計　８５５時間以上

1

3

2

1

看護
教育
評価

看護教育評価論

看護学校管理

資料 ８ 



 

 

 

 

 

今後の看護教員のあり方に関する検討会報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22 年２月１７日 
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今後の看護教員のあり方に関する検討会報告書 

 

はじめに 

平成２０年７月にまとめられた「看護基礎教育のあり方に関する懇談会論点

整理」において、看護基礎教育の充実に向けた方策を進める上での共通する課

題のひとつとして、看護教員の質・量の確保が指摘された。これを受け、平成

２１年３月の「看護の質の向上と確保に関する検討会」中間とりまとめでは、

看護教員の専門性を高めるための看護教員の継続教育や、看護教員が臨床現場

で実践能力を維持・向上するための機会の確保、高度実践能力を持つ看護職員

の活用など、教育機関の創意工夫が必要であることが示されたところである。 

これを踏まえて、本検討会は、看護教員の資質・能力の維持・向上に向けた

現状と課題を把握し、看護教員の養成と継続教育の推進、看護実践能力の維

持・向上について検討し、これまで７回にわたって議論を重ね、今般、その結

果を報告書としてとりまとめた。 

 

 

Ⅰ．看護教員の資質・能力に関して 

○看護基礎教育を充実させるためには、看護教員の質の向上が不可欠であり、質

の高い教育を実施することができる看護教員にはどのような資質・能力が求め

られるのかを整理し、目標を示すことが必要である。 

１．看護教員の資質・能力に関する課題 

○看護教員には看護実践能力と教育実践能力のどちらも必要であり、そのバラン

スが重要であり、その両方を補い合うシステムを作ることが望まれる。 

○その一方で、看護教員の看護実践能力の維持には困難が伴い、臨床現場を離れ

ている看護教員に現場と同等の看護実践能力を一律に求めるには限界がある。

看護教員が自らの看護実践能力を維持するために努力することは必要である

が、学生等の指導に適した臨床現場の看護職員を見極める能力、臨床実践の状

況を教材化して学生等に説明・指導できる能力、臨床現場の看護職員と協働で

きる能力が求められるという意見もある。 

 

○看護教員の向上すべき資質と求められる能力として重要なものを本検討会の

議論から抽出した。 

２．看護教員の向上すべき資質と求められる能力 
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１）向上すべき資質 

・対人関係における自己の表現力や相手に対する理解 

・多様な個性を尊重する人権意識や倫理観、看護に対する価値観 

・人として、看護職として学生等の目標となることができる人間性 

 

２）求められる能力 

①教育実践能力 

【教育課程】  

・時代の要請に合ったカリキュラムを作成し、それを授業展開、評価、改

善する能力 

【授業設計・実施】 

・自らの専門領域の教育のみでなく、全ての領域とのかかわりを意識して

教育を展開する能力 

・学生等が、リアリティーを感じながら自分の課題として学ぶことができ

る学習環境を設定する能力 

・学生等の体験や臨床実践の状況を教材化して学生等に説明する能力 

 教材化のためには、さらに学生等及び患者理解の能力、言語化能

力、状況把握能力などが必要である 

【学生等指導・評価】 

・多様な学生等に対応する指導力 

・臨地実習の中で学習を積み重ねていく学生等を形成的に評価する能力 

・学生等が自らの能力開発に将来活かすことができるような客観的な評価

を行う能力 

②コミュニケーション能力 

 ・学生等に対するコミュニケーション能力 

 学生等が抱えている精神的、身体的な課題に対応するカウンセリ

ング能力、教育的視点や有する知識を正確に伝える能力 

   ・学生同士のコミュニケーションを支援する能力 

   ・他の領域の教員、実習施設と連携、協働する能力 

・実習施設との調整能力 

③看護実践能力 

・学生等に適切に教えることを目的として、看護の基本技術に加え、最新

の医療に関する技術や知識を有し、看護を実践する能力 

④マネジメント能力 

 ・提示するべきか守るべきかなど個人情報を適切に処理・管理する能力 



 
 

3 
 

・運営に主体的に参画でき組織目標の達成に向け、リーダーシップが発揮

できる能力 

⑤研究能力 

・専門分野の研究に関する最新情報を収集し、教育に活用できる能力 

・日々の教育活動の中に課題を見出し、研究に取り組める能力 

 

 

Ⅱ．看護師等養成所※における看護教員養成のあり方について 

１）看護教員の要件に関する課題 

１．看護教員の要件について 

○看護基礎教育を充実するためには、看護教員の質と量の双方を充実・強化させ

ることが必要であり、看護教員の要件についても、質と量の観点から議論する

ことが必要である。 

○増加する大学卒や大学院修了の看護職員が、これらの看護職員の看護師等養成

所の看護教員として活用されやすい体制の整備が求められる。 

 

２）看護教員の要件の見直しについて 

○看護教員には一定期間業務に従事していた経験が要件となっているが、看護教

員確保の観点からは、現行で求められている経験年数を 5 年から３年にすると

同時に、従事が必要な業務内容を明示し、質の確保を図るべきという意見があ

った。 

○一方、現在の臨床現場の看護師の状況から考えると、業務への従事が３年では

学生等を教育することは難しいと思われることから、５年以上を維持すべきと

いう意見もあった。 

○看護教員確保の観点から、看護教員の要件の対象とする大学における履修内容

を拡大し、大学卒や大学院修了の看護職員の看護教員への活用が推進されるよ

うにすることが必要である。 

 

※ 厚生労働大臣の指定する看護師等養成所 

 

１）実施体制・方法 

２．看護教員養成講習会について 

①現状と課題 

○看護教員養成の約８割は、都道府県による看護教員養成講習会（以下、講習会

という）が担っている。しかし、受講希望者の減少等により、開催基準である
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定員３０名以上を満たす受講者数を１都道府県で確保するのが困難であるため、

開催しないところが多いのが現状である。また、講習会の実施方法、修了の基

準や評価などが実施要領に具体的には示されておらず、実施状況が多様となっ

ている。このように、看護教員の養成は、質的にも量的にも平準化されていな

い状況である。 

○講習会開催県が限定的であることから、受講を希望しても物理的な問題や家庭

の事情等により受講できないという状況があり、現在の実施体制が続く限りこ

うした状況を改善することは困難である。 

○また、すでに看護教員となっている者のうち、講習会を受講していない者（以

下、未受講者）に講習会を受講させると養成所は欠員状態となり、教育体制に

支障が出る。そのため、講習会に参加させることが困難な養成所もある。 

○都道府県が実施する看護教員養成講習会に対して、国はこれまで講習会の実施

要領を示し補助を行ってきたが、全国的に見ると質・量ともに格差が生じ、必

ずしも効果的な制度運用が行われてきたとは言い難い。 

 

②当面の改善策 

○看護教員の養成を全国的に平準化するためには、講習会をブロック単位で調整

した上で開催するなどの仕組みが構築されることが必要であり、その調整は当

面国が行うべきである。その際には、他の都道府県からの受講希望者を受け入

れやすくするため、開催都道府県に対して財政的な支援を行うべきである。 

○看護教員の確保の観点から、都道府県が開催する講習会による養成だけに頼る

のではなく、看護系大学での看護教員の養成を推進するため、財政面も含めた

支援が求められる。 

○大学等で修得した教育内容を看護教員養成講習会で実施されている教育内容

に相当するものとして認定できるような体制整備を推進することも、実現に向

けた方策の一つとして考えられる。 

○将来的に、北海道から九州までの各ブロック内で、少なくとも１ヶ所で開催さ

れるようになることが望まれる。 

○一方、すでに教員となっている未受講者の受講を促進するためには、代替要員

の確保など養成所に対する国の財政支援が求められる。 

 

２）教育時間・内容 

①現状と課題 

○現行では 8 ヵ月で 900 時間の講習会を実施しており、つめこみ教育になって

いる。 
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○講習会を受講することにより教員としての姿勢や態度に変化が見られ有益で

ある一方、講習会の内容に教員業務のすべてが含まれているわけではないので、

すぐに業務に反映できる内容を盛り込むことも必要である。 

○看護教員に求められる能力は時代とともに変化しているが、現在の看護教員に

は学生等を育むための教育学や教育論の視点が不足しているとの指摘もある。

時代の変化に伴い、講習会の教育内容を適宜見直すことが求められている。 

○都道府県が講習会の企画・運営を委託先に全面的に任せている場合、看護教員

の養成に必要な教育内容やその評価の把握、理解が不十分になっていることも

課題として指摘されている。 

 

②当面の改善策 

○講習会において十分な講習成果を上げるためには、教育内容を整理するととも

に、ゆとりのある期間を設定すべきである。また、看護基礎教育内容の改正に

合わせて、講習会の教育内容を見直す必要がある。 

○講習会の質の確保・向上のため、看護教員養成における教育内容を見直すとと

もに、受講者の評価や講習会全体の評価なども含めた看護教員養成のためのガ

イドラインを早急に作成することが必要である。 

○また、ガイドラインには、教員養成のための教育内容を示すだけでなく、教育

目標として看護教員がどのような能力を身につけるべきか、また受講修了の基

準を示すべきである。 

○さらに、講習会を企画する都道府県担当者への情報提供や企画に関する相談体

制を構築することが必要であり、こうした支援を国が行うべきである。 

 

○より多くの受講希望者が就労を継続しながらでも受講できるよう、e ラーニン

グ等の通信制の導入について検討する必要がある。ｅラーニング等を活用する

ことにより、知識の習得に関しては講習内容を統一することができ、これによ

り教員養成の質を一定程度確保することができる。 

３．今後の看護教員養成のあり方について 

○また、現行では時間数で示されている教育内容を単位制とし、受講者の状況に

合わせた複数年にわたる分割履修や放送大学等の活用も求められる。 

○受講者の利便性を高めるためには、近隣の看護系大学での科目等履修により修

得した単位を「教員養成課程」の一部として認定できるようにすることも必要

である。 

○看護教員の質を確保し、教員自身の意欲の向上を図るため、教員養成講習会を

修了したことを公的に認証すると共に更新制とし、看護教員の教育における能



 
 

6 
 

力を評価する仕組みを構築することについても検討する必要がある。 

○現在、看護師等養成所の看護教員を育成する講習会としては看護教員養成講習

会・専任教員の再教育研修・幹部看護教員養成課程があり、学生等の実習を指

導する看護職員を育成する講習会としては実習指導者講習会がある。これらの

間には共通する講習科目も含まれることから、これらの講習会を連動させ、看

護教員のキャリアパスとして示すことで、受講者の自信に繋がると考えられる。

さらに将来的には、学位取得に繋がるようなコースとして示すことが望まれる。 

○看護基礎教育の充実に向け、看護教員の質・量の充実は極めて重要な課題であ

り、質の高い看護教員養成の体制整備を図ることは急務であり、国は、こうし

た体制整備を支援すべきである。さらに、将来的には質の高い看護教員養成の

ために、大学や大学院での教員養成を促進することが望まれる。 

 

 

Ⅲ.看護教員の継続教育について 

１）現状と課題 

１．看護教員の継続教育・評価について 

○現在、看護教員の継続教育を実施する上で教員の配置数、臨床現場との連携、

新人教員への支援が課題となっている。 

○看護師等養成所では、設置主体や養成所ごとで経験年数に基づく段階別の看護

教員に対する研修を体系化しているところがある一方で、小規模独立型の養成

所では、教員数等の問題から研修の体系化が困難となっている。 

○看護教員の継続教育として、教育実践能力や看護実践能力の向上のために公開

授業による授業研究・教材研究や臨床現場での臨床研修を実施している看護師

等養成所もある。 

○都道府県では、国の補助事業として、看護師等養成所の専任教員再教育事業を

実施してきたが、実施しているのは一部の都道府県のみである。また、その実

施内容や回数は様々であり、カリキュラム改正等といったその時期に話題とな

っている事柄を取り扱った単発の研修が大半を占めている。そのため、この研

修だけでは十分なキャリアアップ※１に繋がりにくい状況となっている。 

○このように、看護教員が看護師等養成所で能力を発揮しながら教育にあたる環

境が必ずしも十分に整っていないことなどから、大学院修了等によりキャリア

アップした看護教員が、看護師等養成所から大学へ移動する傾向がある。 

 

※１キャリアアップ：より高い資格・能力を身につけたり、経歴（今まで経験してきた仕事・身

分・地位・学業など）を高めたりすること 
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○一方、大学や大学院では、教師教育という意味でファカルティ・ディベロップ

メント（以下 FD という。）※２の取り組みが義務づけられており、教育実践能

力や研究能力の向上ための研修、教育方法改善のための授業検討会の開催等と

いった活動を実施している。 

○教育機関の中には、臨床現場との連携を図るために、病院と教育機関のユニフ

ィケーション※３を行っているところもあるが、身分の保障や給与などの問題

で十分に実践できていないところも多い。 

○看護師等養成所の新人教員については研修の有無に関わらず、入職後すぐに一

人前の教員としての実践が求められるという過酷な現状がある。そのため、指

導教員や助言システムを整えているところもあるが、すべての看護師等養成所

で整えられているわけではない。特に、新人教員が 1 人のみの場合では、不安

や悩みを抱えることになり、バーンアウトに繋がる傾向があるとの指摘もある。 

○教員の自己評価、学生等や保護者による他者評価システムは教育機関全体に浸

透しつつあるが、組織全体の教育環境に関する評価・改善システムに繋がって

いる看護師等養成所は少ない状況である。 

○幹部看護教員養成課程で実施されている教育内容は、看護師等養成所の運営上、

大きな役割を果たしており、継続教育の中に養成所の運営に関わっていく幹部

看護教員を対象とした研修を位置づけることは重要である。 

 

※２ファカルティ・ディベロップメント：教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための

組織的な取組みの総称 

※３ユニフィケーション：看護サービスと教育ならびに研究の責任を 1 つの管理組織に所属さ

せること（看護実践・教育・研究の統合） 

 

２）当面の改善策 

○どのような要件で看護師等養成所の教員になったとしても、教員としての基礎

がつくられる新任期の研修が重要である。そのため、新任期の研修体制を構築

し、看護教員の質の確保・向上のための財政支援を含めた方策を講じることが

必要である。 

○新人の看護教員を支えるためには、メンターやスーパーバイザーの設定など多

様なフォローアップ体制が考えられるが、新任期の研修体制構築と併せて検討

することが求められる。 

○一部の看護師等養成所で行われている体系化された看護教員の継続教育研修 

 や、大学で行われている看護教員向けの公開講座などを他の小規模独立型の養 

 成所でも活用できるように、それぞれの地域において、大学や看護師等養成所 
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等関係機関の協力を得ながらブロック毎にネットワークを作り、その継続教育 

プログラムを部分的に受講できる仕組みづくりを検討することが望まれる。 

○看護教員の継続教育は、行政を主体とするよりも、学会を主体として展開する

ことも効果的であり、学会の中で、看護教員の継続教育カリキュラムを複数組

み、多様なプログラムが展開できるよう国が働きかけることが必要である。 

○国の補助事業として、一部の都道府県で実施されている看護師等養成所の専任

教員再教育事業の中で、看護教員の成長段階別など個々のキャリアアップに繋

がる内容も行われるよう検討すべきである。 

○小規模な看護師等養成所の看護教員が一定期間、研修に参加できるようにする

ために、代替教員を派遣する仕組みが必要である。 

○一方で、看護教員の継続教育は、看護師等養成所内においてFDの一環として、

教員相互の授業参観による教育実践能力の向上などといった能力開発に取り

組むことが必要である。 

○看護教員が運営管理に関する知識の修得等を通じ、看護師等養成所において管

理的役割を果たす等のキャリアアップを図るために、大学院を活用することも

考えられる。 

 

○看護師等養成所の看護教員も職位の違いだけに留まらず、魅力的な専門職業と

して、キャリアアップしていく仕組みをより多彩に整備する必要がある。 

２．今後の看護教員の継続教育について 

○個々の看護教員のキャリアアップを考える際に、例えば看護師の成長段階別モ

デル（ラダー）と同様に、看護教員についても新任、中堅、ベテランといった

ラダーを作成し、看護教員自らがキャリアアップできるシステムを整備すべき

である。 

○看護師等養成所においても、大学や大学院のように看護教員のＦＤの義務化に

ついて検討する必要がある。また将来的には、看護教員の教育実践能力の向上

のための FD が、設置主体の異なる看護師等養成所間で連携して行われること

が望まれる。 

○看護教員が生涯を通じてキャリアアップを重ね、モチベーションを維持してい

くためには、教育の成果や専門性を自己点検・自己評価・他者評価できるよう

なシステムと組織全体の教育環境に関する評価・改善システムの整備が看護師

等養成所には必要である。 

○看護教員の看護実践能力の向上を図るために、将来的には看護師等養成所 

と臨床現場との連携によるユニフィケーション等のシステム化を推進するた 

めの検討が必要である。 
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Ⅳ. 学生等の看護実践能力の向上を図るための教育体制について 

１）現状と課題 

１．臨床現場で看護を実践している看護職員の活用と臨地実習の指導体制

について 

○臨地実習指導に関わる看護教員や臨床の実習指導者が不足していることから、

学生等が患者へ直接的な看護を実習の中で十分に行える環境が整備されてい

ない現状がある。 

○臨床の実習指導者は、配属先の通常業務との兼務で指導することが多く、学生

等が実習指導者から十分な指導を受けられる実習環境が整っていない現状が

ある。 

○実習施設で看護職員を実習指導者講習会へ参加させる際は、施設側の負担で行

われていることから、実習施設により実習指導者の配置数には差がみられる。 

○看護教員が看護実践能力を維持するためには、臨床現場で看護を実践する必要

があるが、その立場と責任の所在が大きな課題となっている。 

○臨床現場で看護を実践している看護職員の活用の例としては、専門看護師が主

に大学院教育で、また認定看護師が看護師等養成所や大学の教育で活用されて

おり、学生等に最新の知識や技術が提供できるだけでなく、職業人モデルとし

て看護職への動機付けを与える効果があるとの意見もある。 

 

２）当面の改善策 

○学生等の実習の質を上げるためには、学内演習時から臨床の実習指導者が関わ 

ることのできるシステムや、高度実践能力を持つ看護職員（専門看護師や認定 

看護師等）を教員として活用するシステムを作る必要がある。また、高度実践 

能力を持つ看護職員を地域内の複数の教育機関で広く活用するなどの仕組み 

も求められる。 

○さらに、学生等の看護実践能力の向上のため、臨地実習の際には実習指導者の 

専任配置が最も望まれる体制である。専任配置が難しい場合には、看護教員、 

実習指導教員、臨地実習指導者のいずれかが、直接実習の指導ができる体制を 

推進する必要がある。 

○その際には、学生等が効果的な実習指導を受けられるよう、同一レベルの指導

が継続的に行われる体制を作ることが重要である。 

○看護教員と臨床の実習指導者は、患者を尊重する立場と学生等の教育者として

の立場との調和を保つことが重要で、協働する中で適切に役割分担をしていく

ことが望まれる。さらには、看護教員と臨床の実習指導者が合意形成をして、

その学生等の達成度合いを評価しながらその結果を共有し、指導していく体制
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を作ることが重要である。 

 

○看護学生等の看護実践能力の向上を図るためには、臨床現場で看護を実践して

いる看護職員の活用が促進されることが望ましい。そのためには、臨床現場で

の指導体制の充実が可能となるいわゆる臨床教員制※等の導入が、付属病院の

ない学校養成所でも進むような体制整備が必要である。 

２．学生等の看護実践能力の向上を図るための今後の教育体制について 

○また、そういった体制を整えて医療人材の育成に貢献している実習施設が、教

育に熱心な施設として社会的に評価される仕組みを検討する必要がある。 

○さらに将来的には、臨地実習に対する実習指導者の専任配置や看護教員等の配

置といった体制の義務化について検討することが望まれる。 

○学生等の看護実践能力を向上させ、臨床現場との乖離を少なくするためには、

教員に対する研修や臨地実習の指導体制の充実などを促進することが重要な

課題であると言われている。しかし、看護基礎教育の質の充実を目指すには看

護教員の現在の配置人数では、外部研修の受講や臨地実習における学生等への

十分な指導などに限界があることがこれまでも指摘されており、今後、現行の

配置基準の引き上げを検討することが望まれる。 

 

※ 臨床教員制：決まった定義はなく、経験年数や専門分野等の一定基準のもとに、臨床現場

で働く看護職員が契約を交わし、学校養成所から「臨床教授」「臨床教員」「臨床講師」等

の称号を与えられて看護学生の講義や演習、実習の指導にあたるなど、実態は様々である 

 

 

おわりに 

看護基礎教育の充実に向けた様々な方策を進める上で、看護教員の質の向上

を図ることは重要であることから、今回、初めて看護教員の今後のあり方も含

めた検討を行ってきた。 

  検討を重ねた結果、看護教員や看護基礎教育の現場をめぐる多くの課題が整

理され、それらを改善するための方向性が示された。今後は、看護教員の努力

に加え、看護師等学校養成所間の連携を図るとともに、看護教育に携わる団体

や学会、都道府県、国は協力してこれらの改善策を着実に推進していくことが

重要である。 

看護教員にかかる中長期的な視点に立った改善策についても、国の看護に関

する他の検討会における議論を踏まえ、連動性を持った効果的な施策を検討す

べきである。 
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一方、改善策の具体的内容にまで結論が至らなかった事項についても、一定

の方向性が示されており、看護教員の不足という構造的な問題にも留意しつつ、

看護教員の質の向上を目指して継続的な検討や所要の対応がとられることが

望まれる。 
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今後の看護教員のあり方に関する検討会委員 

 

○座長、敬称略、五十音順 

 

石渡 祥子   成田赤十字病院看護部長 

井部 俊子    聖路加看護大学学長 

岩本 郁子      東京医療センター付属東が丘看護助産学校副学校長 

後藤 修司    学校法人後藤学園理事長 

齊藤 茂子    東京都立荏原看護専門学校校長 

佐藤 仁作    全国看護高等学校長協会理事長 

澤本 和子    日本女子大学人間社会学部教育学科教授 

○永山 くに子  富山大学大学院医学薬学研究部看護学科学科長 

野本 百合子  愛媛県立医療技術大学保健科学部教授 

羽生田 俊    日本医師会常任理事  

安酸 史子    福岡県立大学看護学部教授 

林正 健二    山梨県立大学看護学部教授 
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